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２Ｃ１９ 

研究開発現場における研究開発進捗評価指標の提案 

 

 
○齋藤厚志,宮崎久美子（東京工業大学） 

 
１. 研究の背景、既存研究、目的 

１-１. 研究の背景 

日本のエレクトロニクス産業は長く日本の経

済成長を支えてきたが、デジタル化が浸透し始め

た 90 年代より低迷の時代に入り、大手総合電機

メーカーの個別事業分社化による合従連衡や選

択と集中による製品ラインアップの絞り込みも

一部を除き未だ功を奏していない。このような状

況を打破するために画期的な新製品が待ち望ま

れ、研究開発部門に対する期待は高まっているが、

他方自社で研究開発を行う必要があるのかとい

う本質的な議論も散見される。成功を収めている

企業の中には生産現場はおろか研究開発部門さ

え持たずに高収益をあげている企業もあり、マー

ケティングとコンセプトデザインに集中し、研究

開発を社外に依存するというビジネスモデルも

成り立っている。業種や業界によらず研究開発の

評価は重要な課題となっている。 
企業の研究開発現場においては、研究開発開始

に先立ちどのような研究開発テーマに取り組む

べきかについての研究開発テーマ評価が行われ、

研究開発途上においては研究開発進捗に加え適

切なマネージメントが行われているかについて

の評価が行われ、そして研究開発終了後には投資

に対する成果の観点から研究開発成果評価が行

われている。研究開発テーマ評価に当たってはス

テージゲート法(Cooper 2001)、New Score 法

(Osawa 2003)などが使用され、研究開発成果評価

指標としては、複数年間の総営業利益を複数年間

の研究開発費で除した研究開発効率が使われて

いる。しかし、詳細なデータが入手可能な研究開

発部門内においても、研究開発進捗評価を適切に

行うことは通常困難である。例えば、大規模な実

験や試作の失敗により研究開発進捗あるいはマ

ネージメントに問題があったことが明らかにな

る場合があるが、事後的に研究開発進捗やマネー

ジメント上の問題点が明らかになったとしても

遅きに失していると言わざるを得ない。また、対

象分野に精通した経験豊富なエキスパートは的

確に研究開発進捗評価を行い得ると考えられる

が、特定人のスキルに頼っているため一般化が困

難であり、またバイアスの観点から評価結果に対

し組織内でのコンセンサスを得ることが困難な

場合がある。 

そこで研究開発進捗を客観的に評価するため

の指標が必要となるが、ある程度の時間的余裕が

ある研究開発開始前あるいは研究開発終了後と

異なり、この研究開発途上における研究開発進捗

評価は日々の研究開発活動とともに行う必要が

あるため、この指標はできるだけ人手をかけずに

自動的に作成されることが望ましい。ある時点の

状況を即座に知りえるのであれば、実際の研究開

発活動へのスピーディーなフィードバックが可

能となり、実務への有益な貢献が期待される。他

方、研究開発進捗を厳密に表す指標であったとし

ても、この指標を得るために手間暇や時間を要し

たのでは適切なフィードバックは望むべくもな

く、研究開発活動の事後的な評価にならざるを得

ず実務への貢献は乏しい。このため、本研究にお

いて提案を行う研究開発進捗評価指標は、厳密さ

よりも現実の研究開発活動へのフィードバック

が可能なレベルの即時性を備えていることを目

指している。また、指標作成に用いるデータにつ

いても指標作成用に新たに収集蓄積するのでは

なく、既存のマネージメント活動の中から抽出す

ることを前提としている。 

 

１-２. 既存研究 

 ステージゲート法は、3M をはじめ多くの先進

企業に採用されている(Cooper 2001)。研究開発の

初期段階では比較的多数の研究開発テーマに取

り組み、研究開発の進行に伴いあらかじめ設けら

れたゲートにおいて研究開発テーマの絞り込み

を行っていくという方法である。初期の段階で研

究開発テーマの元となる多数のアイディアが得

られることや多くの研究開発テーマが途中で中

止となることをあらかじめ甘受することが前提

となる。 
NewScore 法は住友電工により考案され、13 社

の企業に導入されている(Osawa and Murakami 
2002) (Osawa 2003) (Osawa and Miyazaki 
2006)。個々の研究開発テーマについて、戦略性

と波及性、実現可能性、売上高、利益高、研究開

発効率等を点数化し、合計点で研究開発テーマを

評価するという方法である。点数付けは先ずプロ

ジェクトリーダーが行い、その後企画部門との協

議が行われる。過去の評価順位とその後の結果を

トレースし有効性の検証を行ったところ、評価順
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位が上位グループのプロジェクトはその後の実

績においても上位であり、評価順位と実績とは対

応があり、評価方法として有効性があるとの結果

が得られたとされている。 
ステージゲート法が一定の段階にゲートを設

けることに対して、NewScore 法は一定期間ごと

に研究開発テーマの再評価を行うという方法と

なっており、いずれの方法も次のゲートまでの間

や次の再評価機会までの間の研究開発マネージ

メントについては何も示していない。研究開発テ

ーマ自身の評価もさることながら、新たな技術の

出現といった環境の激変が起こりうる業界にと

っては、次の段階のゲートでの評価や一定期間後

の再評価ということではあまりにも悠長と言わ

ざるを得ない。 
 

１-３. 研究の目的 

本研究では、研究開発途上の研究開発の進捗あ

るいはマネージメントの評価を行うための研究

開発進捗評価指標の提案を行い、その有効性の検

証を行うことを目的としている。提案する指標の

有効性検証は、実在の企業の過去の研究開発活動

に対してこの指標を適用することにより行った。 
 

２. 評価指標の構築 

２-１. 評価指標の概要 

研究開発進捗評価指標を得るためのデータと

しては、研究開発途上で作成されるさまざまなド

キュメントを利用することが考えられる。これら

のドキュメントには、研究開発予算更新時に作成

される中間的な報告書や、あらかじめ決められた

ステップの完了時点で作成されるマイルストー

ン報告書等がある。しかし、これらのドキュメン

トの発行間隔は通常 1 年程度と長いため、即時性

という観点からは適切な進捗評価の題材とはな

りえない。上記以外には主に研究開発部門内の進

捗管理を目的として作成される月あるいは週単

位の進捗報告がある。これらの進捗報告は、当初

の企画書や計画書との比較により研究開発の進

捗を判断するために使用されているが、多数の小

規模な報告となっているため、当該開発テーマの

過去の進捗状況や他の開発テーマとの関係を比

較することは通常行われていない。 
複数のドキュメントから何らかの意味のある

結果を導き出す方法としてテキストマイニング

(Porter 2004)が行われている。最も簡易な方法と

してはドキュメントからキーワードを抽出し、複

数のドキュメントにおけるキーワードの出現頻

度からドキュメント間の関連性を明らかにする

という方法が用いられている。これにより複数の

ドキュメントの関係、すなわち当該開発テーマに

ついての過去の進捗との関連や他の開発テーマ

との関連を明らかにすることが可能となる。 
そこで提案する評価指標としては、研究開発テ

ーマ毎の進捗報告からキーワードを抽出し、当該

研究開発テーマについての過去の進捗との関連

や他の研究開発テーマとの関連を表した指標と

することが考えられる。最初に全研究開発テーマ

について個々の研究開発テーマの全開発期間に

わたるキーワードを合わせた形で多次元尺度構

成法(MDS)により各研究開発テーマをプロット

する。このプロットは対象組織の全期間にわたる

活動の平均的姿を現していると考えられる。次に

特定の評価対象研究開発テーマについてある期

間毎にキーワードをグループ化し同様に MDS に

より軌跡を描く。開発の進捗に伴い課題等の変化

が生じたのであれば軌跡に変化が生じるはずで

ある。この指標からだけでは軌跡の変化が望まし

いかどうかの判断はつかないが、何かが起こって

いるということは明確に示されると考えられる。 
 

２-２. キーワード抽出方法 

実際のキーワードの抽出に当たっては、文章か

ら品詞単位での分かち書きと品詞分類を行う必

要がある。技術系文書では漢字、平仮名、カタカ

ナ、外来語表記、アルファベット表記、和英の略

称が含まれており、品詞分類には大きな困難が予

想される。表記にはバリエーションがあるものの、

一般名詞を除く企業や組織名といった固有名詞

や技術用語という観点からはある程度の範囲に

限定されていると思われ、特定の業界あるいは特

定の企業や研究開発組織を対象にした場合、出現

する用語は多分に限定されていることが予想さ

れる。このため、対象組織に対応する用語の辞書

をあらかじめ作成しておくことによりドキュメ

ントからのキーワード抽出は比較的容易に行え

ると考えられる。 
 

３. 評価指標の適用例 

３-１. 評価指標の具体例 

ある企業の研究開発部門の最近の291件の研究

開発テーマの中から、開発期間が 18 ヵ月以上の

51 件の研究開発テーマを取り上げた。キーワード

抽出元文書は月次に作成される進捗報告とした。

この月次の進捗報告には個々の研究開発テーマ

の進捗が 100 字程度で記入されおり、この部分か

らキーワード抽出を行った。100 文字ではその月

の研究開発進捗を正確に表現されていないとい

う疑いもあるが、この月次の進捗報告にはいわば

学術論文におけるアブストラクトに相当するレ

ベルでのエッセンスが記述されていると見るこ

とができる。抽出されたキーワードは 1 か月あた
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り 10-20 個程度であり、ある研究開発テーマの全

期間分としては数百個のキーワードとなる。ただ

し、これらのキーワードには重複するキーワード

が含まれているため、重複するキーワードを除く

と全開発期間にわたる一つの研究開発テーマは

100 個程度のキーワードにて表現されていること

になる。これらの 100 個のキーワードについては

辞書を用いて、日本語表記のゆれの補正、略語の

展開、同義語の合わせこみを行っている。 
 

３-２. すべての研究開発テーマのプロット 

 
図 3-1 全研究開発テーマのプロット 

 
図 3-1 は対象とした企業の 51 件の研究開発テ

ーマの全開発期間にわたる月次の進捗報告から

キーワードを抽出し、多次元尺度構成法によりプ

ロットした結果である。図 3-1 では個々の研究開

発テーマに研究開発テーマの種別を割り当てて

いる。各研究開発テーマを 2 文字のアルファベッ

トで表現しており、1 文字目は製品種別(D:デバイ

ス、P:部品、A:アプリケーション、T:技術開発)
であり、2 文字目が製品ジャンル（O;光関連、M:
メカトロニクス関連、R:高周波関連、S:半導体関

連、x:その他）である。例えば中段左端の PO は

光関連部品開発であり、中央部上方の Dx はその

他デバイス開発、中段右端の PS は半導体部品開

発、中央部下方の AM はメカトロ関連アプリケー

ションの開発である。これらの製品種別と製品ジ

ャンルについては、研究開発テーマ名や実際の進

捗報告を参照し筆者があてはめを行った。 
さて図 3-1 でみられたグループについてみてみ

ると、中央上部の一群はデバイス関連の研究開発、

左側中段の一群は光関連部品、真中中段の一群は

メカトロニクス関連アプリケーション、高周波関

連、右側中段の一群は半導体部品を中心とした研

究開発ということが明らかになった。このプロッ

トの縦軸、横軸は MDS が自動的に選択しており、

事前に何らの意味付けも行っていない。製品種別、

製品ジャンルからは、縦軸はデバイス、部品、ア

プリケーションと変化しており、縦軸の上方がよ

り上流に近い研究開発をあらわしており、縦軸の

下方がよりアプリケーションに近い研究開発を

あらわしていると考えられる。また、横軸につい

ては、縦軸ほど顕著ではないが、上方のデバイス

の一群を除いて考えると、左側から光関連、メカ

トロニクス関連、高周波関連、半導体関連と配置

されていると言える。一般的な技術分野の関連性

からは、図 3-1 の横軸に見られるような技術分野

の距離関係は導き出せないため、図 3-1 の横軸の

ように技術分野が配置される点は対象企業の研

究開発の特質を表していることがうかがえる。図

3-1 のようなプロットはこれ自体が研究開発マネ

ージメントのツールとなりえると考えられる。 
 

３-３. 特定の研究開発テーマの軌跡 

 2 件の個別研究開発テーマの月次進捗からキー

ワードを抽出し軌跡を描いた。図 3-2 では、総開

発期間 38 か月を 3 か月毎に区切りキーワードを

抽出し、MDS により 1 から 13 までの 13 点のプ

ロットを得た。軌跡は 1-4 を第一のグループ、5,6
を第二のグループ、7-12 を第三のグループと見る

こともできる。進捗報告を参照してみると、1-4
はデバイスの最初の試作が出来上がるまでの期

間であり、おおむね計画通りに研究開発が進行し

た期間であった。他方 5,6 の期間では出来上がっ

た試作デバイスの評価を行ったところ諸々の問

題点が明らかになった段階であり、7-11 の期間で

はこの諸々の問題点の解析が行われ対策が取ら

れた期間であった。最後の 12-13 の期間では残さ

れた問題点を解決するため社外からの技術導入

が行われた期間であった。この軌跡は研究開発に

おける課題以前の段階、課題を認識する段階、課

題を解決する段階とみることも可能である。すな

わち軌跡が大きく変化した際には研究開発のス

テージの変化があったということが言える。 

 
図 3-2 個別研究開発テーマの軌跡(1) 

 
図 3-3 では、総開発期間 34 か月を 3 か月毎に

区切りキーワードを抽出し、MDS により 1 から

11 までの 11 点のプロットを得た。軌跡はおおむ

ね右から左へ動いているように見受けられるが、
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1-4 の第一のグループ、5-8 の第二のグループ、

8-11 の第三にグループと見ることもできる。進捗

報告を参照してみると、1-4 まではある方式で研

究開発を進めてきたがコストの問題をクリアで

きないことが判明し、5 の時点で方式変更が行わ

れていた。6 の段階でもさらに一部の方式変更が

あり 8 までが純粋な研究開発期間であった。9 以

降は工場における量産化支援となっていた 

 
図 3-3 個別研究開発テーマの軌跡(2) 

 

４. 結論と今後の課題 

４-１. 結論 

研究開発進捗管理指標として、定期的に作成さ

れる文書からキーワードを抽出し MDS によりプ

ロットし変化を見出すための指標を提案した。提

案する指標を実在する企業の過去の研究開発に

適用し、提案する指標の有効性の検証を行った。 
研究開発組織のある期間にわたる全研究開発

テーマのプロットでは、研究開発テーマが顕著な

グループに分離され、ドキュメントから抽出した

キーワードをもとに MDS を行うことの有効性の

一端を示している。各研究テーマに実際の製品種

別と製品ジャンルを割り当ててみると、プロット

の縦軸の上方はより上流に近いデバイス等の研

究開発を表しており、縦軸の下方はアプリケーシ

ョンに近い研究開発を表していることが明らか

となった。プロットの横軸には左から右に光関連、

メカトロニクス関連、高周波関連、半導体関連と

いう研究開発テーマが配置されたが、その配置は

技術分野自体からは自明ではないため、対象企業

の研究開発の特質を表していると言える。このプ

ロットは既存研究のなかには見当たらないため、

研究開発テーマの新たな分類方法と言える。 
特定テーマのみの軌跡に関しては、軌跡の変化

と元になった進捗報告との比較から、研究開発の

ステージの変化、研究開発課題の変化、研究開発

方針の変更のポイントが対応付けられることが

明らかとなった。このことは提案する指標の変化

から研究開発活動上の何らかの変化を知りえる

ことを示しており、本研究にて提案を行う研究開

発進捗評価指標の有効性を示している。 
 

４-２. 提言 

様々な分野でテキストマイニングが使用され

ているが、技術経営の枠組みの中でより積極的に

取り組まれるべき分野と考える。本研究では踏み

込まなかったが、ある組織内で使用されている技

術用語を収集するということは、その組織の技術

に対する認識を明らかにすることであり、ひいて

はその組織の技術戦略をある観点から整理して

いると言える。ある組織が得意分野ととらえてい

る分野や長年の技術の蓄積が進んでいる分野に

ついては、使用される技術用語は細分化され、概

念的にも下位の用語が使用されていることが推

測できる。これに対して、周辺分野ととらえてい

る技術分野については非常に大雑把な分類のま

まであり概念的にも上位の概念のみが出現する

ことが推測される。このような技術用語の時間的

な変遷から技術戦略の移り変わりや技術の蓄積

過程もうかがい知ることが出来ると考えられる。 
 

４-３. 今後の課題 

本研究では辞書の作成を手作業で行ったため、

付加的な情報を扱う余力がなかったが、ソフトウ

ェアを組むことにより、概念上の上下関係の情報

や、物質名詞、抽象名詞、固有名詞といったキー

ワードの種別情報を付加することが可能となる。

その結果ある組織のある時点で使用されている

技術用語を特定することが可能となり、個々のテ

ーマの進捗管理を超えて、研究開発組織の技術戦

略の実態を把握することも可能となると考えら

れる。 
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